




























































Gibbs and Holmstrom（1994），Gibbs and Hendricks（2004）などがあるが，日本の賃金制度の改
革を考えるうえでは，雇用慣行や賃金制度が日本型から欧米型に移行した企業の事例を具体的に検
討する必要があるだろう。



















　E 社は，日本の伝統的中堅生命保険会社の X 社（2）と，米国の多国籍コングロマリットである P
グループ（3）傘下のノンバンク部門の提携による合弁会社として，1998 年 3 月に設立された。X 社
は，1999 年 3 月末期決算で債務超過となり経営破綻し，当時の保険業法に基づき，X 社の保有契
約は E 社に包括移転されるとともに，破綻した X 社の従業員（合弁会社 E 社出向者を含む）の多
くが E 社に再雇用され，X 社と P グループの合弁スキームは解消した。その後，E 社は，2002 年
10 月に他の国内生命保険会社である Y 社（4）を買収，翌 2003 年 4 月に吸収合併し拡大路線を追求し
たが，P グループが世界的に事業再編を進める中，2003 年 8 月に Q グループ（5）に売却された。さ
らに 2008 年 9 月，Q グループの米国親会社が，いわゆるリーマンショックを契機に経営破綻の危
機に陥り，事業再建をはかる中で，2011 年 1 月末に E 社は R グループ（6）に売却され，翌 2012 年 1
月に R グループの生命保険会社と合併した。
　E 社の経営主体の変更に伴う元 X 社従業員に係る E 社人事制度の変遷を時系列的に示すと以下
のとおりである。
　　1998 年 3 月～ 2000 年 3 月 職能資格制度（X 社）
　　2000 年 4 月～ 2004 年 5 月 バンド制度（P グループ共通のブロードバンド制度）
　　2004 年 6 月～ 2011 年 12 月 グレード制度（Q グループが P グループの制度を踏襲）
　　2012 年 1 月～現在 グレード制度（R グループ共通の職務等級制度）
　このうち，本稿は，P グループのバンド制度を導入した 2000 年 4 月時点から，途中 Q グループ
のグレード制度を経て R グループのグレード制度に移行する直前の 2011 年 11 月時点までの間の
E 社従業員の賃金実態の変化を対象とした。この期間中の賃金データで入手かつ検証に用いたデー
タは以下である（7）。
　　デー タ 1：2001 年 10 月時点。2000 年 4 月のバンド制度導入後 18 か月経過時点の賃金データ。
年齢・性別・入社年月等の情報を含む。2001 年 10 月時点における年齢別賃金分布の観察
が可能である。
　　デー タ 2：2011 年 11 月時点。Q グループのグレード制度に移行して約 7 年経過し，R グルー
（2）　1890 年代末に設立された日本の生命保険会社。













　　デー タ 3：データ 1，2 から，2001 年 10 月および 2011 年 11 月の両時点に在籍していた従業員
を抽出したデータ。10 年経過後の賃金の変化が観察できる。
　　デー タ 4：2005 年 4 月時点。P グループから Q グループに移行後の，最初の定期昇給（サラ
リーレビュー）に関するデータ。年齢・性別情報を含まないが，2005 年 4 月実施の昇給
率とペネトレーション情報を含むことから，ペネトレーション別昇給率分布の検証が可能
である。






用いず，ある額を 100 とし，100 に対する比率として表示することにする。
　（2）　賃金制度の変更―職能資格制度からブロードバンディング体系へ
　X 社の職能資格制度（9）は，たとえば総合職では，資格・級は 13 ランク（非管理職層の資格とし
て「書記 3 級」「副主事 1 級，2 級」「主事 1 級，2 級」「副参事 1 級，2 級」，管理職層として「参

















（9）　これに関しては，X 社労働組合「わたくしたちの労働条件　内務職員編」（1993 年度版，1996 年度版）を参照
した。
（10）　E 社人事部「（労働組合向け提案資料）2000 年給与改定のご提案」2000 年 3 月 13 日を参照した。
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　E 社のバンド制度は，部長クラス以下の従業員階層においては 6 つのバンドに分けられ，バンド
1 からバンド 6 までグループ共通の「期待成果行動（requirements）」に基づき区分されていた（11）。
図 1 からイメージされるとおり，ブロードバンディングでは，バンド間の給与レンジ（バンドレン
ジ）の重なりの部分が広く設定されている。また，同じバンド内であっても，ターゲットレンジと




















出所：E 社人事部「（労働組合向け提案資料）2000 年給与改定のご提案」2000 年 3 月 13 日から抜粋。























2000 年 4 月であったが，閲覧できた当時の賃金データには年齢・性別情報が含まれていなかった。
そのため，今回の検証にあたっては，P グループの賃金体系に移行してのち比較的経過の浅い時期
のデータ 1 を分析し，これをもって X 社時代の賃金実態の輪郭を描くことを試みた。
　次頁図 3 は，2001 年 10 月当時の元 X 社従業員の年齢別標準年俸分布（13）である。バンド 3 ～ 6
の従業員 1,073 人の賃金分布（グラフ①），および男女別（男性 744 人，女性 329 人）の賃金分布
（グラフ②，③）を描いた（14）。E 社では，2000 年 4 月に，P グループの共通人事プログラムを導入
した際，直前の個人単位の年収を保証することを原則としたため（15），2000 年 4 月の移行時点では X
（13）　「標準年俸」は，人事評価が標準評価であった場合に支払われることが期待される個人単位の理論年収。P グ
ループの場合，基本年俸（月例給与 ×12）と変動賞与（標準評価時）の合計額である。
（14）　E 社のバンドは 1 ～ 6 の 6 区分であり，バンド制度導入時の 2000 年 4 月時点ではバンド 1 に 18 人，バンド 2
に 7 人の該当者がいたが，2001 年 10 月時点ではバンド 1，2 の該当者はいない。バンド 1，2 は反復継続的または
非判断業務中心のバンドレベルであったから，制度の移行期に該当者がバンド 3 に昇格したり，仕事が非正規雇用
に移されたりして，2001 年以降の正規雇用者は全員がバンド 3 以上になっていったと考えられる。



























出所：E 社人事部「（労働組合向け提案資料）2000 年給与改定のご提案」2000 年 3 月 13 日から抜粋。
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社の職能資格制度の下で積み上げられた賃金分布がほぼそのままの状態で移行した。その後，2001


























20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
標準年俸
年齢
① X 社全体（Band3-6）2001年 1,073人









20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
標準年俸
年齢
② X 社男性 2001年 744 人









20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
標準年俸
年齢
③ X 社女性 2001年 329人




図 4 は，2001 年 10 月時点で全従業員数の 8 割近くを占めるバンド 3 と 4 の年齢別標準年俸分布を
示したものである。バンド 3 は女性がそのほとんどを占めており，女性のみの標本に絞った分布
（グラフ③）をみても年齢と標準年俸の間の相関関係に大きな変化はみられない（相関係数
0.203 → 0.240）。一方，バンド 4 は逆に男性中心の集団であり，標本を男性に絞った場合の標準年
俸分布（グラフ④）をみると，年齢と標準年俸の間の相関関係はさらに強い正の相関性を示してい
る（相関係数 0.554 → 0.764）。
　図 3，4 から，X 社の賃金実態を次のように描写できるだろう。すなわち，日本の年功的賃金構
造の特徴として，すでに一般的な認識となっているとおり，職能資格制度の下で賃金カーブが顕著
な年功性を示すのは，X 社においても総合職（男性中心）に関してであった。そして，勤続年数を


















20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
② X 社 2001 年 Band4 547人（男 502 女 45）









20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
① X 社 2001 年 Band3 297人（男 16 女 281） 









20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
④ X 社 2001 年 Band4 547人中 男 502 人









20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
③ X 社 2001 年 Band3 297人中 女 281 人







3 の従業員層に非年功的な賃金分布が引き継がれた。つまりは，旧 X 社の賃金実態は，男性中心の
年功的な賃金分布と女性中心の平坦な分布という性差に基づく二層の構造であった。
　（2）　外資移行後の賃金構造の変化
　（イ）10 年後（2011 年 11 月時点）の変化の状況




























（18）　本稿においては，バンド別データ分析に際してバンド 6 を検証対象から除外した。2001 年 10 月時点のバンド
6（66 人）に関する年齢と標準年俸の間には，ほとんど相関関係が認められなかったが（相関係数：▲ 0.120），こ
れが旧 X 社時代の実態を反映したものか，P グループ移行後の抜擢昇格や外部流出防止目的の賃金引上げによる
ものかが不分明であったからである。P グループによるハイタレント人材に対する優遇的処遇が，2001 年 10 月ま
での間に幹部層であるバンド 6 に対して優先的に行われた可能性がある。
（19）　E 社人事部「2003 Salary Review」2003 年 1 月 17 日を参照した。
外資系企業における昇給査定と賃金の上がり方（垣堺　淳）
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20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
標準年俸 標準年俸
① X 社全体（Band3-6） 2001 年 1,073 人
平均標準年俸 380　相関係数 0.512




















20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
標準年俸 標準年俸
③ 2001 年 Band3 297人
平均標準年俸 202　相関係数 0.203




















20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
標準年俸 標準年俸
⑤ 2001 年 Band4 547人
平均標準年俸 413　相関係数 0.554




















20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
標準年俸 標準年俸
⑦ 2001 年 Band5 163 人
平均標準年俸 500　相関係数 0.517
⑧ 2011 年 Band5 174 人
平均標準年俸 525　相関係数 0.424
注 ）各グラフの横点線は P グループのバンドレンジの上限・下限（バンド 3：150 ～ 330，バンド 4：250 ～ 550，バ























3 －①）の形が，年齢と標準年俸の相関関係においては 10 年後にも大きな変化がみられなかった
ことを確認した。しかし，もし 10 年後の従業員の大半を元 X 社従業員が占めているとすれば，
元々年功的な賃金構造が外資の昇給のしくみによって大きく姿を変えるには 10 年間という時間は
短すぎるということなのかもしれない。そこで，年齢，学歴，性別等による制度上の区別をもたな
い P ／ Q グループの人事制度の下で入社した従業員の賃金実態が元 X 社従業員とは異なる賃金構
造を示すかどうかを検証しよう。
　2011 年 11 月時点に在籍する E 社従業員 1,025 人の入社年月日の情報から，元 X 社従業員の 503
人，P ／ Q 入社従業員の 522 人に区分した（20）。次頁図 6 は，図 5 －②で示した 1,025 人全体の賃金
分布を，「元 X 社」従業員と「P ／ Q 入社」の従業員の各集団の賃金分布（グラフ①，②）に分解
して対比したものである。
　まず，グラフ①の元 X 社 503 人に関しては，年齢の分布（ヨコ軸）は，2001 年から 10 年後の姿
として図 5 －②の 32 歳未満を切り取った分布になっている。そして標準年俸の分布（タテ軸）は，
下辺が 10 年前の 175 付近から 200 付近に底上げしているとともに，年齢にかかわらずグラフ上方
（20）　賃金データの「入社年月日」欄をみて，合弁会社 E 社が設立された 1998 年 3 月以前の入社である者を「元 X
社」，1998 年 4 月以降の入社である者を「P ／ Q 入社」であるとした。元 X 社従業員が P グループの賃金制度に




への拡散がみられ，標準年俸のばらつきが大きくなる。その結果，元 X 社 503 人の集団の分布は
タテ・ヨコに四角形に近づく形となり，この集団の中での年齢と標準年俸の相関性は大きくない
（相関係数：0.304）。
　一方，P ／ Q 入社 522 人（グラフ②）に関しては，20 歳代前半（21）から 50 歳代半ばまでの広い
年齢範囲にわたって，標準年俸の分布は右上がりの上辺と平坦な下辺を 2 辺とする三角形を形成し
ている点で従業員計の姿（図 5 －②）に相似しており，年齢と標準年俸の相関性も近似している（相
関係数：図 5 －② 0.490 対 図 6 －② 0.460）。
　そこで，図 6 －①，②をさらにバンド階層に細分化したものが次頁図 7 である。P グループの後
を継いだ Q グループでは，バンド三層をグレード A1，A2 に区分していたから，2011 年時点の賃
金分布はグレード A1，A2，バンド 4，5 の 4 区分で集計しなおして比較した。図 7 から，グレー
ド A1 は元 X 社であるか P ／ Q 入社であるかにかかわらず，年齢と標準年俸の相関性は同程度に
小さいことが分かる（グラフ①，②）。ところがバンド／グレードが上位に移ると，元 X 社，P ／
Q 入社ともに相応の相関性を示すようになる（グラフ③，④，⑤，⑥，⑦）。特に実務者層である
バンド 4 においては，元 X 社従業員（相関係数：0.703）ほどではないものの，P ／ Q 入社に関し
ても，年齢と標準年俸の間にかなりの相関性が示されている（相関係数：0.563）。
　このように，職能資格制度の下で年功的な賃金分布のまま制度移行した元 X 社従業員のみなら




により変動していく。そこで，P ／ Q グループの昇給のしくみと中途採用時の賃金の決まり方を
確認し，前節で確認された外資の賃金制度の下で採用された従業員に右上がりの賃金分布が形成さ
れる要因を探ることとしよう。
（21）　E 社は，Q グループの 2006 年から新卒採用を再開し，2011 年 4 月入社までの間で，計 115 人の新卒者を採用
している。E 社人事部「内勤社員について」2011 年 3 月 11 日を参照した。



















20 25 30 35 40 45 50 55 60（歳）
年齢
標準年俸 標準年俸
① 2011 年 元 X 社全体（Band3-6） 503 人
平均標準年俸 421　相関係数 0.304

























































































① 2011 年元 X 社 Band3（内 A1︓124 人 )
平均標準年俸 231　相関係数 0.219
③ 2011 年元 X 社 Band3（内 A2︓44 人）
平均標準年俸 286　相関係数 0.469
⑤ 2011 年元 X 社 Band4 169 人
平均標準年俸 447　相関係数 0.703
⑦ 2011 年元 X 社 Band5 123 人
平均標準年俸 534　相関係数 0.426
② 2011 年 P／Q 入社 A1︓183 人
平均標準年俸 190　相関係数 0.217
④ 2011 年 P／Q 入社 A2︓89 人
平均標準年俸 239　相関係数 0.427
⑥ 2011 年 P／Q 入社 Band4 187人
平均標準年俸 389　相関係数 0.563



















表 1　P グループ 2002 年昇給率表（全バンド共通の昇給率テーブル）
ペネトレーション（四分位）
評価コード
1 2 3 4 5
100% 以上 0% 0% 0% 0% 0%
75% 以上，100% 未満 0 － 5.0% 0 － 2.0% 0 － 1.0% 0% 0%
50% 以上，75 % 未満 3.5 － 6.0% 1.5 － 3.5% 0 － 1.5% 0% 0%
25% 以上，50 % 未満 6.0 － 9.0% 2.5 － 6.0% 0.5 － 2.5% 0% 0%
25% 未満 7.0 － 10.0% 3.5 － 7.0% 0.5 － 3.5% 0% 0%
出所：E 社内部資料より筆者が作成した。
　次に，かかる昇給のしくみを踏まえた実際の運用面の確認を行おう。データ 4 が，2005 年時点
の E 社従業員ごとのペネトレーション情報と昇給率データを有していた（ただし，年齢・性別情
報は含まない）。また，データ 3 から元 X 社 503 人に関して 10 年後の標準年俸の金額がどの程度
変化したかが分かる。





（23）　月例給与（P グループでは基本給）の 12 か月相当分。
（24）　P グループから Q グループに経営主体が変わったのは 2003 年 8 月であるが，翌 2004 年 3 月末に希望退職等
人員適正化施策が行われており，2004 年の定期昇給は見送られている。








　図 8 －②③では，2001 年時と 2011 年時の標準年俸を単純比較した 10 年後の増加率を，性別・









　また，このことから，図 8 において男性が女性よりも年齢と 10 年後増加率の間で負の相関性が
強いことの理由も明らかである。図 3，4 から，旧 X 社では男性の年功性は女性と比べて顕著で
（26）　検証対象とした元 X 社 503 人の中には，10 年の間にバンド昇格している者も含まれていると考えられるが，
昇格時期や昇格時の昇給データを有しないため，ここでは 10 年後の増加率を検証した。
図 8　昇給率分布 

























20 30 40 50 60（歳）
① 2005 年 4 月 ペネトレーション／昇給率分布　Band 3-6 1,071 人
相関係数︓▲0.380 （％）
（％） （％）






































　外資の昇給制度に対するこのような理解を踏まえると，図 7 が示す，元 X 社従業員の 10 年後の
賃金分布で賃金と年齢の相関性が強く残っている事実に対して追加的な説明が可能になる。つま
り，グレード A2，バンド 4，5 に関して，元 X 社従業員の相関係数が 10 年後も高い値を示すのは，
旧 X 社が年功的であったことを無視はできないとしても，一方で，10 年後に残った者の多くは，
長期にわたってモチベーションが高く持続的にパフォーマンスを出し続けた従業員であると考えら




　ここでは，中途採用者の採用時の賃金がどのように決まるかを確認する。図 9 は，1998 ～ 2006
年までの間に P ／ Q グループが正社員として中途採用した従業員 471 人の入社時年齢と入社時標
準年俸の分布である。



















20 ～ 30 歳代前半までの下辺が平坦であるが，30 歳代半ばから 40 歳代半ばにかけて，分布の下辺
も右上がりの傾向（太線）がみられ，ちょうどバンド 4，5 のバンドレンジ下限に相当する賃金水
準に沿って右上がりのカーブとなっている。おそらくは，バンド 4，5 で採用された者が，30 歳代










（28）　2002 年から 2011 年の間の E 社の各年の平均昇給率をもとに，その平均昇給率で毎年昇給した場合の 10 年後
の賃金の増加率を算出（複利計算）したところ 20.9% であった（ただし，2009，2010 年は世界的大不況の影響で，
管理職と非管理職の昇給率を区分し，非管理職に比べて管理職の昇給率を低く設定していたため，両年度について
は非管理職の昇給率を使用して算出した）。これに対して，図 6 －①の元 X 社 503 人中 287 人が 21% 以上の増加


































（29）　2003 年 4 月，E 社と Y 社の合併に伴い Y 社人事部から E 社人事部に移籍。現在，R グループ人事部門の部長。
同氏へのインタビューは，2017 年 5 月から 6 月にかけて筆者オフィスにおける面談および電子メールを利用して
行った。
（30）　E 社人事部「（労働組合向け提案資料）2000 年給与改定のご提案」2000 年 3 月 13 日，および E 社人事部「評











あたっては過去 2 ～ 3 年の年次評価を参考にするので，バンド昇格や職務変更の可否に関しても，
次に述べる年次評価の結果が重視されることはいうまでもない。
　一方，3 つめの定期昇給に反映する年次評価には主観的要素が多く含まれている。年次評価の評





















































（Mid）， 最 小 値（Min） の 金 額 と と も に，95%tile（Top），75%tile（High），50%tile（Mid），
25%tile（Low）等の市場価格の目安となる賃金水準である。そして元人事マネジャーによると，P
／ Q グループともに制度上は中央値（Mid）をもっとも意識しながら，また，賃金の上下に関して
























をターゲットにした場合，3% 超の昇給率を 3 年継続する必要があるとのことであった。
　E 社ではこの生保賃金サーベイ結果を受けて，翌 2008 年の定期昇給の昇給率を 3% 台（2005 年














（33）　Ｅ社人事部「内勤社員人事について」2011 年 3 月 31 日を参照した。E 社のほかに日本社および外資系の合計
13 社がこのサーベイに参加し，職務・ポジションごとの賃金データ（基本給部分）を各社が提供している。
（34）　E 社人事部「（人事委員会資料）2008 年定期給与改定の実施について」2008 年 3 月 19 日を参照した。ただし，
その後に起きた世界的大不況の影響により 2009 年以降の昇給率は抑制的なものになった。




































































されていた。そして，市場の 25% レベルに満たない従業員を 50% レベル，すなわち市場の相場ま
で早期に引き上げようとする定期昇給の設計・運用のやり方は，賃金が企業の人材競争力確保の手
段であるとともに，従業員が望ましい生活水準を確保する手段であるということを，あらためて評
（36）　本稿の検証に使用しなかったデータに 2000 年 12 月時点の個人データがある。そこには制度移行時のバンド情
報と移行前の「職能資格・級」の情報欄があったが，「職能資格・級」情報が網羅的に記載されておらず，「職能資
格・級」からバンドへの移行の対応関係を正確に確認することができない。そのため参考情報にとどまるが，この
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